






































































































































































































































レード機構（International Fair Trade Organization；FLO、以下 FLO）と、先
進国のフェアトレード商品小売業者がそれぞれ生産者の状況を評価・判断
してフェアトレード商品を輸入し独自に販売していく方法を採る国際フェ


























































































































































































































































き─住民参画の意義と課題」『阪南論集　社会科学編』vol. 44 No. 1、38頁。 
（18） 八木橋慶一（2008）「イギリスにおける『ネイバーフッド・ガバナンス』構築に向けた動




ニティのためのニューディール（New Deal for Communities, NDC）や、貧
困地域の抱える地方自治体を対象とした、用途に要件を課されない財政支

























































































き─住民参画の意義と課題」『阪南論集　社会科学編』vol. 44 No. 1、41‒42頁。
（23） 地方における公共サービス供給に関わる意思決定を行うために設置されたパートナーシッ
プ組織のことを指す。八木橋慶一（2008）「イギリスにおける『ネイバーフッド・ガバナンス』


















































































































































































































































































































































































を育てるまちという意味で、SOHO現象がある。SOHO＝South of Houston 
Industrial Areaというニューヨークの工業地帯の名前から、略字を取った
ものである。衰退した倉庫街で、1970年代、現代芸術の拠点、さらに IT
産業の中心になり、周辺の人口も回復した。ここは、ニューヨークの中心
部にある、荒れ果てた倉庫街であった。さびれた理由は、高速道路建設の
プロジェクトが立ち上がり、土地や建物の所有者は衰退し、投資が起こら
なかった。市民運動によって道路建設が中止され、誰も利用しない空の倉
庫街になり、そこが創作活動をする人たちの、絶好の活動場所になったと
いうタイミングのいい巡り合わせが、この地域の新しい価値を生み出すプ
ロセスになったわけである。そこには、以下のような要素がある。
　・現状のストックを見直し活用する。
　・新しい仕事と空間利用を育んでいく。
　・大規模開発によってもともとあった機能を入れ替えることはしない。
　・真の都市活動を委縮させてしまう規制は排除する。
　・歩くことのできる空間の重視を含み、周囲の環境から孤立するのでは
（34） 亘理章「人にも自転車にも優しい欧州の街づくり」駐日 EU代表部公式ウェブマガジン、
2013年８月２日、http://eumag.jp/spotlight/e0813（閲覧日2015年11月１日）。
－132－
国研紀要147（2016.3）
なく、周囲と連携する。そのことによって真に人が行ってみたいとい
う都市空間が生まれるのである。
　ここで、改めて欧州の CSR戦略の更新をしようと動き出した欧州の考
え方を押さえておきたい。EUは早いうちから社会的責任を政策的に戦略
として活用してきた。「欧州 CSR戦略2011～2014」では CSRの定義を「企
業の社会への影響に対する責任」となっているが、基本的には「法令を遵
守し、労働協約を尊重するのはもちろん、あらゆるステークホルダーと密
接に共同しながら、社会・環境・倫理・人権に関する問題や消費者の懸念
を自らの事業活動や事業の中核的な戦略に統合しなければならない」とし
ている。
　そのような動きの中で、市民セクターとして CSRへの企業の向かい方
に危機感を覚えて、より実効性のある政策推進が期待される可能性が高い
と思われる。だからこそ、市民はまちづくりの中で市民として意見を出し
合いながら自らの街を築き、進めていく姿勢を変えてはいけない。エシカ
ル消費に代表される、エシカルという価値が、環境保全や持続可能性とい
う関連価値へと転移しながら、市民・住民の QOLへと向かっているので
はないかと推察できる。つまり、社会・経済・環境というトリプルボトム
ラインを CSR的に考察する対象は、企業だけでなく、街自体にもあり、
その評価軸と評価の効果がそこで具現化されるということだ。
　残された課題は、エシカルという価値の追究が、民主主義的な道具によっ
て解読できるのではないかという可能性を考察することだ。それはまちづ
くりやネイバーフッドでの人々の交流の中で、どのようにエシカル性が醸
成されるのかを明らかにすることである。
